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財務・非財務データ
財務ハイライト （2022年）

売上高

経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益・ROE

キャッシュフロー
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営業利益・売上高営業利益率

総資産・純資産・自己資本比率
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 ■ 営業利益（億円） 　　売上高営業利益率（%）

2018年
12月期

2019年
12月期

2020年
12月期

2022年
12月期

2,011

689

1,975

692

2,064

723

1,874

624

2021年
12月期

1,876

665

33.4% 34.2% 32.4% 34.5% 32.9%
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 ■ 経常利益（億円）  ■ 親会社株主に帰属する当期純利益（億円）
ROE（%）

売上高は前期比84億円増加の1,666億円となりました。
【国内】	サプライチェーン混乱に伴う生産遅延や米価低迷・農業用

資材価格高騰による購買意欲減退により減収となりました。
【海外】	北米は現地在庫レベル回復に向けた当社出荷増により増

収、欧州はコンシューマー向けを中心に伸長したことに加え
ISEKIドイツの連結子会社化もあり増収、アジアは韓国向け
が増加するも中国向け半製品の出荷減などを補うことがで
きず減収となりました。

経常利益は、前期にあった受取和解金の剥落および持分法投資損
失の拡大により前期比9億円減少の37億円となりました。
親会社株主に帰属する当期純利益は減損損失計上があったもの
の、持分変動利益など特別利益の計上により前期比9億円増加の
41億円となりました。

営業CFは、棚卸資産増加が影響し33億円の支出となりました。
投資CFは、設備投資などで29億円の支出となりました。結果、フ
リーCFは63億円の支出となりました。
財務CFは、借入金の増加などにより20億円の収入となりました。

営業利益は、各地域で価格改定を実施するも原材料価格高騰影響
すべてを補うことができず収益を圧迫、加えて販管費も増加したこ
とにより前期比6億円減少の35億円となりました。また、売上高営
業利益率は前期比0.5%悪化の2.1%となりました。

総資産は、北米の在庫引き取り遅れやISEKIドイツ連結影響、サプ
ライチェーンの混乱による工場仕掛増加により棚卸資産が増加した
ことなどで、前期比188億円増加の2,064億円となりました。純資
産は、利益剰余金の増加により、前期比57億円増加の723億円と
なりました。

有利子負債は、前期比60億円増加の681億円となったものの、財
務健全性を示すD/Eレシオは、純資産の増加もあり、前年並みの
0.94倍となりました。

財務サマリー（連結） （単位：百万円）

2018年12月期 2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期

経営成績
　国内売上高 122,812 117,717 115,907 117,396 112,638
　海外売上高 33,143 32,181 33,397 40,795 53,991
売上高 155,955 149,899 149,304 158,192 166,629
売上総利益 45,945 44,507 43,476 46,841 49,890
営業利益 3,179 2,745 2,084 4,147 3,534
経常利益 2,629 1,108 1,702 4,687 3,762
親会社株主に帰属する当期純損益 1,090 723 △	5,641 3,196 4,119
財政状態（会計年度末）
　現金・預金 7,475 8,404 10,787 14,850 10,749
　売上債権 23,327 19,675 21,780 21,537 27,574
　棚卸資産 53,719 54,179 51,847 49,871 65,331
　その他 7,269 4,900 5,564 4,843 5,758
流動資産計 91,791 87,159 89,979 91,103 109,414
　有形固定資産 96,842 98,346 86,287 84,962 83,919
　無形固定資産 1,082 1,288 1,967 2,290 2,309
　投資その他の資産 11,440 10,717 9,193 9,328 10,848
固定資産計 109,365 110,352 97,449 96,581 97,076
資産合計 201,156 197,511 187,428 187,684 206,491
　仕入債務 39,736 37,752 36,872 39,279 45,500
　短期借入金(長期1年内含む)	 42,877 39,351 37,460 30,210 40,291
　その他 12,979 12,630 11,814 11,852 12,397
流動負債計 95,593 89,735 86,147 81,342 98,189
　長期借入金 20,571 21,525 24,114 24,728 20,811
　退職給付に係る債務 4,063 3,059 3,144 2,912 3,244
　再評価に係る繰延税金負債 5,780 5,759 4,097 4,097 4,097
　その他 6,188 8,180 7,504 8,042 7,802
固定負債計 36,603 38,524 38,861 39,780 35,956
負債計 132,197 128,259 125,009 121,123 134,146
　株主資本 52,746 52,840 50,346 53,567 57,023
　その他の包括利益累計額 14,454 14,641 10,310 11,201 10,978
　新株予約権・非支配株主持分 1,759 1,770 1,762 1,792 4,342
純資産合計 68,959 69,252 62,419 66,561 72,345
負債純資産合計 201,156 197,511 187,428 187,684 206,491
キャッシュフロー
営業活動によるCF	 7,616 10,509 9,694 14,233 △	3,375
投資活動によるCF △	9,944 △	7,104 △	5,167 △	2,039 △	2,984
フリーCF △	2,327 3,404 4,526 12,194 △	6,360
財務活動によるCF 1,970 △	2,396 △	2,179 △	8,338 2,033
現金および現金同等物の増減額 △	408 981 2,383 4,048 △	4,101
1株当たり情報（円）
純資産 2,974.7 2,987.1 2,683.1 2,864.4 3,006.7
当期純損益 48.2 32.0 △	249.5 141.4 182.1
配当金 30.0 30.0 ― 30.0 30.0
経営指標
自己資本比率（％） 33.4 34.2 32.4 34.5 32.9
ROE（％） 1.6 1.1 △	8.8 5.1 6.2
ROA（％） 0.5 0.4 △	3.0 1.7 2.0
CCC（月） 3.3 3.4 3.4 2.8 4.0
Ｄ/Eレシオ（倍） 1.01 1.00 1.11 0.93 0.94
注	1		ROE（自己資本当期純利益率）＝当期純利益／（期首自己資本＋期末自己資本）／2
	 2		ROA（総資産当期純利益率）＝当期純利益／総資産
	 3		CCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）＝売上債権回転期間＋棚卸資産回転期間ー仕入債務回転期間
	 4		D/Eレシオ＝有利子負債／純資産
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「お客さまに喜ばれる製品・
 豊かな社会の実現へ貢献する

「食と農と大地」のソリューションカンパニー
Solution Provider for Agriculture & Landscape
夢ある農業と美しい景観を支え、持続可能な「食と農と大地」の未来を創造する

基本理念 Purpose

長期ビジョン Vision

7つの誓い ～豊かな社会の実現へ貢献するために～
 1 . Spirit････････････････････創業の志を受け継ぎ、食と農と大地に向き合い、ともに歩む
2. Front runner･･････フロントランナーとして、画期的な製品・サービスを生み出す
3. Quality････････････････上質な製品を、情熱をもって作る
4. Solution･･････････････お客さまの課題解決を目指し、アクションを起こす
5. Innovation･･････････先端技術でイノベーションを巻き起こし、新しい価値を提供する
6. Global･･････････････････よりグローバルに、世界の社会課題を解決する
7. Future･････････････････食と農と大地の明日を、未来を切り拓く

大切にする価値 Value

会社概要／株式情報

DBJ環境格付  ─17回連続最高ランクの格付─
2023年4月、株式会社日本政策投資銀行より環境格付融資を受けており、17回連続で最高ラン

クの格付「環境への配慮に対する取り組みが特に先進的」と評価されました。

❶ 環境負荷低減に向けグループ一体で取り組みを進めている点
❷ サプライチェーンを通じた環境貢献を実現している点
❸ 自社ソリューションを通じて農産業全体での脱炭素化に尽力している点

外部評価

今回の格付での評価ポイント

会社概要� （2022年12月31日現在）

社 名 井関農機株式会社　ISEKI&CO.,LTD.
本 社 〒799-2692  

愛媛県松山市馬木町700番地
本 社 事 務 所 〒116-8541  

東京都荒川区西日暮里5丁目3番14号

創 立 1926年（大正15年）8月
資 本 金 233億4,474万円
従 業 員 数 連結：5,454名

単体：756名

株式情報� （2022年12月31日現在）

証 券 コ ー ド 6310
発 行 可 能 株 式 総 数  69,000,000株
発 行 済 株 式 総 数  22,872,447株

（自己株式112,546株を除く）
単 元 株 式 数  100株
株 主 数  19,207名
上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所プライム市場

大株主（上位10名）

株価推移

証券会社
1.05%

外国法人・個人
6.94％

その他国内法人
15.11％

金融機関
37.14％

個人株主・その他
39.76％所有株式数の

割合

所有者別株式分布状況

大株主の氏名  持株数（株）  持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）2,299,300 10.05
株式会社みずほ銀行 1,070,800 4.68
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,056,800 4.62
ヰセキ株式保有会 906,894 3.96
農林中央金庫 868,785 3.79
三井住友信託銀行株式会社 800,000 3.49
井関営業・販社グループ社員持株会 666,600 2.91
株式会社伊予銀行 580,042 2.53
損害保険ジャパン株式会社 434,500 1.89
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 398,792 1.74

（注）  持株比率は自己株式を控除して計算しております。また、自己株式には、役員向け株式交付信託の信託
財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式255,800株は含まれておりません。

事 業 年 度 毎年1月1日から12月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年3月下旬
基 準 日 定時株主総会・期末配当：

毎年12月31日
株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
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株価(円) 出来高(千株)
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非財務ハイライト （2022年）

2018年 2019年 2020年 2022年
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 ■ グローバル生産拠点合計排出量（t-CO2） 
　  国内売上高比（t-CO2／億円）　  海外売上高比（t-CO2／億円）

2019年 2020年 2021年 2022年2018年
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■ 女性管理職比率(%)
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2020年
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88.5 92.3 90.6

2019年
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■ 定着率（%） 
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 ■ 国内製造拠点合計使用量 (万ton)　  　国内売上高比 (ton/億円)
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■ 特許権数（件）  ■ 意匠権数（件）
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■ 特許・実用新案権数（件）  ■ 意匠権数（件）
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0

1,000

脱炭素社会の実現に向け生産におけるCO2排出量削減に取り組ん
でいます。2022年よりISEKIインドネシアでのI-REC（国際的再エネ
電力証書）の利用を開始し、排出量を削減できました。

有効権利の取得と蓄積に努め、特許権数は2,200件、意匠権数はお
よそ500件を維持しています。

　⃝国内

2025年末までに管理職に占める女性の比率を7％以上とすること
を目標とし、教育・研修を通じて能力向上と登用を図っています。

生産における環境負荷低減のため水使用量の削減に取り組んでいま
す。

各国の知的財産制度を有効活用し、積極的に出願し、海外での
商品差別化につなげています。

　⃝海外※

入社後3年経過時の大卒社員の定着率は、およそ9割と高い水準を
保っています。

※海外の特許・実用新案権数と意匠権数は、集計算出時期が一部異なるため、
実績年月が異なっています。

※国内：井関松山製造所、井関熊本製造所、井関新潟製造所、井関重信製作所
　海外：ISEKIインドネシア
※国内の電力のCO2排出係数は環境省公表値を参考に毎年変更しています。

※国内：井関松山製造所、井関熊本製造所、井関新潟製造所、
	 井関重信製作所

製造拠点における水使用量 環境製造拠点におけるエネルギー起源のCO₂排出量 環境

女性管理職比率  単体 人材 入社3年後の定着率  単体 人材

特許・実用新案権数と意匠権数の保有状況 技術力
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